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Ⅰ 調 査 要 領 

 

1 調査目的 

  受注企業の生産・経営状況等の実態を把握して，今後の中小企業振興の一助とする。 

   

2 調査対象 

   公社に登録されている受注企業 1,509 社 

 

3 調査項目 

   別紙のとおり 

 

4 調査方法 

  郵送によるアンケート方式 

 

5 調査時点 

  平成 23年 10月 1日現在 

 

6 回答状況 

  回答企業 411 事業所(27.2%) 

 

Ⅱ 調査結果 

１ 資本金別                                          
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２ 従業員規模別                                                    
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４ 常時取引の発注企業数                                                                   

 

 

５ 発注企業から受注している最もウエイトの高い加工内容                           
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６ 経営状況について 

(1) 収益性の動向 

   収益性の動向については，「良くなった」とする企業が昨年度比 2.7ポイント減の１６．０％となった。 

「悪くなった」とする企業の割合は昨年度比５．４ポイント減の４２．５％となった。 

「変わらない」とする企業の割合は昨年度比８．２ポイント増の４１．５％となった。     (有効回答４０５社) 

  

(2) 今後の見通し 

今後の見通しについては，「見通し難」とする企業の割合が昨年度比３．９ポイント増の４６．２％となった。

「悪くなる」とする企業の割合は，昨年度比７．７ポイント減の２３．６％となった。      (有効回答４０３社) 
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(3) 資金調達 

資金調達については，「変わらない」とする企業の割合が昨年度比５．５ポイント増の７６．６％となった。 

「困難になった」とする企業の割合は，昨年度比４．８ポイント減の１６．０％となった。  (有効回答４０１社) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 困難になった理由(前問(3)で「困難になった」と回答した企業のみ)   (複数回答)(有効回答 63社) 
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(4) 経営上の問題点 

経営上の問題点については，「受注量の確保」とする企業の割合が７７．８％と最も多く，以下「受注単価の

低下」，「発注企業の海外生産」と続く。                            (複数回答)(有効回答４０１社) 

 

2.7% 

30.7% 

13.5% 

1.0% 

15.5% 

11.7% 

23.9% 

13.7% 

10.0% 

25.7% 

14.5% 

49.1% 

77.8% 

1.3% 

29.9% 

15.1% 

1.0% 

14.8% 

12.7% 

19.5% 

16.4% 

10.9% 

24.2% 

19.7% 

56.9% 

81.6% 

1.3% 

17.1% 

8.3% 

0.9% 

28.0% 

11.2% 

13.3% 

7.9% 

9.0% 

16.4% 

26.9% 

52.3% 

90.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

その他 

発注企業の海外生産 

発注企業の海外 

からの部品調達 

公害問題 

取引先の一社集中 

による経営不安定 

技術力が弱い 

設備投資 

人件費の上昇 

後継者不足 

人材不足 

資金繰りの悪化 

受注単価の低下 

受注量の確保 

平成２１年 

平成２２年 

平成２３年 



7 
 

(5)  今後の経営方針 

今後の経営方針については，「取引先の拡大」とする企業の割合が５９．９％と最も多く，以下「技術の向

上」，「品質の向上」と続く。                            (複数回答)(有効回答３８４社)  
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７ 受注状況等について 

(1) 受注量の動向 

受注量の動向については，「増加した」とする企業の割合が昨年度比９．６ポイント減の３０．１％となった。 

「減少した」とする企業の割合は，昨年度比１．２ポイント減の３８．０％となり，「変わらない」とする企業の割合

は，昨年度比１０．９ポイント増の３１．９％となった。                      (有効回答４０５社) 

 

(2) 今後の見通し 

今後の見通しについては，「減少する」とする企業の割合が昨年度比８．６ポイント減の２３．１％とな

った。「増加する」とした企業の割合は昨年度比１．９ポイント増の１３．８％となった。                       

(有効回答３９８社) 
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(3) 受注単価の動向 

受注単価の動向については，「減少した」とする企業の割合が昨年度比１０．９ポイント減の４２．６％となっ 

   た。「増加した」とする企業の割合は昨年度比０．２ポイント減の３．５％となった。     (有効回答３９９社) 

 

   

(4) 手持ちの受注残 

手持ちの受注残については，「1～２ヶ月未満」が４０．７％と最も多く，以下「１ヶ月未満」，「２ヶ月以上」と 

続く。                                                 (有効回答３９８社) 
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(5) 受取代金の回収状況（主要取引先について） 

受取代金の回収状況については，「変わらない」とする企業の割合が９６．３％と最も多くなった。              

(有効回答４０２社) 

 

 

 

 

 

 

 

※ 悪くなった要因(前問(5)で「悪くなった」と回答した企業のみ)    (複数回答)(有効回答 7 社) 

 

① 現金比率の低下・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 件 

② 検収期間が長くなった・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 件 

③ 手形サイト（現在の手形期間）が長くなった  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 件 

  【内訳】 

 (ア) 120 日以内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1 件) 

     (イ)  121 日～150 日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(0 件) 

(ウ) 151 日～180 日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1 件) 

 (エ) 181 日以上 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(0 件) 

④ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 件 

  ※括弧内は内数 
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８ 受注活動状況について 

(1) 受注活動の有無 

受注活動については，「実施している」とする企業が７０．０％，「実施していない」とする企業が３０．０％とな

った。                                                            (有効回答４００社) 

 

 

(2)  活動内容(前問(1)で「活動している」と回答した企業のみ) 

「自社による開拓」が７５．０％と最も多く，以下「公社事業」，「同業他社からの紹介」と続く。                                                   

(複数回答)(有効回答２８０社) 
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※ 公社事業の内容(前問(2)で「公社事業」と回答した企業のみ)     (複数回答)(有効回答 90 社) 

 

① 商談会・展示会等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・54 件 

② 公社によるあっ旋・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・59 件 

③ インターネット情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 件 

④ 受・発注情報の活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 件 

 

９ 海外との貿易について 

(1) 輸出 

   輸出については，「現在，輸出を行っていないし，今後もその予定はない」とする企業の割合が 

７８．４％と最も多かった。                        (有効回答３７５社) 

(2) 輸入 

   輸入については，「現在，輸入を行っていないし，今後もその予定はない」とする企業の割合が 

７７．１％と最も多かった。                        (有効回答３７１社) 
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10 円高の影響について 

(1) 円高の影響 

  円高の影響については，「影響あり」とする企業の割合が４６．９％と最も多かった。  

(有効回答３５２社) 

 

 

(2) 収益面への影響 

   収益面への影響は，「多尐の減益」とする企業の割合が６６．３％と最も多かった。 

(有効回答２６１社) 
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(3) 具体的な影響 

  具体的な影響については，「取引先からコストダウンを要求される」とする企業の割合が６０．７％

と最も多く，以下「大手企業の生産拠点が海外移転し，受注量が減尐」，「海外から安い競合製品が

流入してくる」と続く。 

(複数回答) (有効回答２５７社) 

 

 

(4) 実施又は検討している円高対策 

  実施又は検討している円高対策については，「生産コストの縮減」とする企業の割合が４８．６％と

最も多く，以下「新規顧客の開拓」，「特に考えていない」と続く。 

(複数回答) (有効回答２５５社) 
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11 海外（特に中国やアジア地域）から入ってくる部品（や支給材）の品質について 

海外から入ってくる部品（や支給材）の品質については，国内のものと比較して「かなり良くなって

きたが，まだバラツキがあるように思う」とする企業の割合が５２．２％と最も多く，以下「全体として

まだまだ劣ると思う」，「十分に対抗できるレベルに達してきていると思う」と続く。 

(有効回答２５３社) 

 

 

 

１２ 公社事業について 

(1) 公社支援事業利用の有無 

公社の支援事業については，「利用がある」と回答した企業は６１．２％であった。 

                                                    （有効回答４０２社） 
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(2) 公社事業を利用しない理由（(1)で「利用はない」と回答した企業のみ） 

公社事業を利用しない理由として，「利用したい支援メニューが見当たらない」が３９．４％と最も多く， 

以下「公社の支援を必要なく対応できている」，「どのような支援メニューがあるのかわからない」と続く。                  

(有効回答１５５社) 

 

(3) 公社事業の中で今後充実して欲しい支援策 

公社事業の中で今後充実してほしい支援策については，「販路拡大支援」が６８．５％と最も多 

  かった。                          （複数回答）（有効回答３４６社） 
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１３ 新事業者との取引について  

(1) 取引において親事業者から受けた不利な取り扱いの有無 

新事業者との取引については，「受けたことがない」とする企業が８７．１％と最も多かった。           

(有効回答３８９社) 

 

            

※  受けたことがある不利な取り扱いについて(前問(1)で「受けたことがある」と回答した企業のみ)                          

(複数回答)(有効回答 49 社) 

 

①買いたたき・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 件 

②内容の変更・やり直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 件 

③代金の支払遅延・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 件 

④不当な返品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7 件 

⑤代金の減額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 件 

⑥受領の拒否・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 件 

⑦物の購入強制・役務の提供強制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 件

⑧有償支給原材料等の対価の早期決済・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 件 

⑨割引困難な手形の交付・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0 件 
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１４ 国際規格(ＩＳＯ等)の取得及び予定の有無 

国際規格（ＩＳＯ等）の取得及び予定の有無については，「既に取得している」とする企業が３４．７％，「取得し

ない」が４２．０％となった。                                      (有効回答３９５社) 

 

 

  

 

 

※ 取得している国際規格(前問で「既に取得している」と回答した企業のみ) 

(複数回答)(有効回答 136社) 

① ISO9001・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  125 件 

② ISO14001・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 45 件                 

③ JISQ9100 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 件 

④ JISQ2001 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  0 件 

⑤ JISQ15001・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0 件 

⑥ ISO/TS16949・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 件 

   その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 件 
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